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１ 県外導入牛の放牧中に認められた小型ピロプラズマと衛生対策・検査体制の取り組 

み 

家畜保健衛生所 武田佳絵 

 

はじめに 

近年、耕作放棄地対策として肉

用繁殖牛を放牧するなど、牛の放

牧様式が多様化しており、本県に

おいても、牛の放牧飼育が増加傾

向にある。放牧には多くのメリッ

トがある一方で、家畜は天候・気

温・植生などの様々な環境要因の

影響を受ける。そのようなデメリ

ットの一つとして放牧病があり、

主に小型ピロプラズマ(小型ピロ)

症が知られている。小型ピロを媒

介するフタトゲチマダニ等（マダニ）

に対する殺ダニ剤の利用が奏功し、平成 5年頃から被害が激減したが、ここ数年、全国

からの報告数が増加傾向にある(図 1)。今回、県外から導入した和種肉用牛で、放牧後

に発熱などの症状を伴う小型ピロ感染を確認したため、その検査結果と事例を受けて行

った衛生対策および検査体制の取り組みについて報告する。 

 

症例の概要 

和種の肉用牛、10か月齢の雌 1頭

(A)と 9か月齢の去勢 1頭(B)の計 2

頭が令和 6 年 5 月に県外から導入

された。この 2頭は同一県産で、ま

た、放牧飼養歴があった。6月に殺

ダニ剤を牛体に塗布し、放牧を開始

した。7月 5日に Aが呼吸促迫を呈

し、臨床獣医師が治療を行い回復傾

向だった。しかし、同月 17 日に A

が発熱と呼吸促迫、Bも軽症とのこ

とで、当所に 2 頭の血液検査依頼が

入った。国内統計史上、令和 6年は最も暑い 7月となり、当該放牧地の近辺でも最高気

温 35℃以上の日がみられていた(図 2)。 

 

図 1 全国のピロプラズマ症発生報告の推移 

図 2 放牧地近辺の気温(7月 1日-17日） 
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検査方法① 

血液検査はヘマトクリット値（Ht

値）、計算盤を用いて白血球数測定お

よび血液塗抹検査を行った。血液塗

抹の染色方法は、簡易迅速染色液(デ

ィフ・クイック(DQ)染色）、ギムザ染

色（ギムザ）およびニューメチレンブ

ルー染色を行った。生化学検査は、血

清を用いて、乾式臨床化学分析装置により BUN、T-Bil、GOT、LDH、γｰ GTP、T-Cho、CPK、

Glu、Ca、IP、Mg、アルブミンを測定した。血清総蛋白質は屈折計で計測した。 

 

検査結果① 

2 頭共に白血球数が増加していた。Ht 値

は、Bは低下、Aは基準値内だった。Aのア

ルブミン値および LDH 値が上昇していた

(表 1)。血液塗抹検査では、A、B共に 10㎛

を超える大型な赤血球が出現し、赤血球大

小不同像を認めた。Aでは、核酸の残存を伴

う幼若な赤血球像(図 3-4,5,6)が併せて認

められた。また、2頭共に赤血球内に小型ピ

ロ様原虫の寄生を認めた。石原法[1]にて原

虫寄生度を計測した結果、4段階中、Aは＋＋＋で、Bは＋＋だった(表 2)。原虫の形状

は、コンマ型(図 3-1)や卵円形（図 3-2）など多様であり、形状の割合を計測したとこ

ろ、コンマ状の割合が高かった。小型ピロ（Thaileria (T.)orientalis）寄生の赤血球

に形成されるベイル（図 3-3矢印）を伴うものも散見された。 

 

検査方法② 

小型ピロの確定診断のため

T.orientalis の主要ピロプラズマ

表面蛋白(MPSP)をターゲットとした

PCR法による遺伝子検査[2]と、類症

鑑別のため Babesia(B.)ovata およ

びその他のバベシアの遺伝子検査も

併せて行った。国内では、少なくと

も 1 から 5 の MPSP 遺伝子型の小型

ピロが存在しており[3]、5つのタイ

プを検出できる特異的 PCR法が開発

表 1血液検査結果（抜粋） 

図 3 血液塗抹像 

表 2 小型ピロ寄生度の検査結果 
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されている[4]。T.orientalisと同定され

た遺伝子抽出物を用いて、MPSP 遺伝子

タイピング PCRを行った。なお、検査は、

帯広畜産大学原虫病研究センターに依

頼した。 

 

検査結果② 

 A、Bとも小型ピロ陽性で、バベシア属

は陰性だった。MPSP 遺伝子タイピング

PCR では、Aから Type1,2,4および 5の

遺伝子が検出され、複合感染であることが確認された(表 3)。 

 

衛生対策・検査体制の取り組み 

本県において、乳牛では平成 18年以降、肉牛では平成 9年以降に小型ピロ症の発生

記録がなく、本症の経験のない放牧飼養者や県職員が増加していることが考えられた。

よって、次に示す 2つの取り組みを行った。 

 

取り組み①  

 小型ピロ寄生の有無を検査する方法で

簡便なものとして、血液塗抹の観察があ

る。まず、小型ピロの血液塗抹検査の方法

について簡易マニュアルを作成した。当所

のルーティン検査では、短時間で染色でき

る DQ 染色を行っているが、原虫検出には

不向きとされる[5]。ギムザを第一選択方

法として、血液塗抹作成方法をはじめと

し、ギムザのコツ、増殖ステージで多様な

形を示す小型ピロの顕微鏡写真を掲載し

た。また、寄生度の測定法を盛り込んだ。次に、作成したマニュアルを用い、職員向け

の説明会を行った。あらかじめ用意した牛の血液で塗抹標本を作成したのち、ギムザを

行い染め上がりの特徴を確認した。当日染色した塗抹と既に小型ピロ寄生を確認してい

る Aの塗抹を比較しながら顕微鏡で観察した。 

 

取り組み② 

 県関係機関協力のもと、新たに放牧飼養を予定している牛飼養者を交えて、小型ピロ

対策を主体に放牧衛生の説明を行った(図 5)。牛は放牧用として購入予定で、また、導

入個体の小型ピロ寄生の有無は明らかではない。牧野にこれまで牛を放牧したことはな

図 4 取り組み①の概要 

表 3 遺伝子検査結果 
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いが、放牧を開始する春頃は、主な媒介者とされるフタトゲチマダニの若ダニの増殖時

期であること、若ダニに対するフルメトリン製剤の効果持続期間は 2週間とされること

[6]から、フルメトリン製剤を放牧開始から 2週間毎に牛体に塗布することを推奨した。 

塗布方法の注意点として、鼻先から尾根

部までかけること、油分を含む薬のため、

雨などで流れ落ちないよう塗布日の天候

に注意することなどを併せて説明した。近

年、猛暑が続いていることから、暑熱対策

を行うこと、馴致期間を十分設定するなど

ストレス緩和に努めること、また、小型ピ

ロ症は黒毛和種は発症しにくく、ホルスタ

イン種はしやすいなど品種差があること

から、多種を混合飼育すると発症しやすい

品種にリスクとなることを説明した。 

 

考察とまとめ 

県外から導入し放牧した和種の肥育用肉牛 2頭で、小型ピロ感染と赤血球再生像や貧

血を認めた。導入時に検査を行っていないため、どの時点で小型ピロに感染したかは不

明だった。一方で、導入前に放牧で飼養されていた履歴があり、また、小型ピロに一度

感染すると終生持ち続けていることから、導入時すでに感染していた可能性があった。 

小型ピロの寄生度と貧血の関連性は、Ht値が低いものは寄生度が高い傾向にあるが、

寄生度が高いものが必ずしも著

しく Ht 値が低いわけではない

［7］。本事例においても、寄生度

が高い A の Ht 値は基準値で、症

状が強かった。一方で Aよりも寄

生度や症状が軽度の B は Ht 値が

低下していた。 

小型ピロに感染すると、ヘモグ

ロビン変性や赤血球膜の酸化的

障害により、脾臓などで血管外溶

血が起こる[8]。赤血球の生成頻

度は増加し、次第に核分裂に必要

な養分が不足した結果、未成熟な巨

大赤血球が出現する[9]。平均赤血球容積（MCV）が増加するため、Ht値が基準値であっ

ても、赤血球数は少なく、かつ、異常な赤血球は酸素を運ぶ機能を正常に果たせないた

め酸欠状態に陥る。これらの反応は、暑熱などによる酸化ストレスがかかると増強され、

図 5 取り組み②の概要 

図 6 小型ピロ感染牛の貧血機構 
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貧血が顕在化し、肥育効率の低下や繁殖障害が起きると考えられる(図 6）。今回、MCVの

測定はしていないが、A では、幼若な赤血球を伴う赤血球の大小不同があり、MCV が上

昇していたと推察される。また、アルブミン値が上昇しており、脱水により Ht 値が基

準値となった可能性も考えられた。今後、小型ピロの関与を疑う貧血事例では、Ht値だ

けで判定せずに、血液塗抹検査や MCVの測定を行う必要があることが分かった。 

血清 LDH値は主に筋肉損傷や肝機能低下などの指標として使われている。LDHは赤血

球内にも存在しており、溶血時に血中 LDH値が上昇する［5］。Aの生化学検査では、筋

肉損傷や肝機能低下を疑う他の項目の異常値はなく、今回の LDH値上昇は、小型ピロ感

染に伴う溶血が原因と考えられた。 

横山らの報告［4］において、小型ピロ症を発症しにくいとされる黒毛和種では、複

数の MPSP遺伝子型タイプに感染していることが多く、また、ホルスタイン種では Type2

単独感染しているという傾向が示されている。本事例の Aにおいて、Type2を含む複合

感染が確認されたことから、様々な Type の小型ピロに不顕性感染する黒毛和種等は、

飼養形態や衛生対策の度合によって、ホルスタイン種への汚染源となる可能性が示唆さ

れた。 

小型ピロを媒介するマダニは、成長ステージ毎で吸血する動物を変える 3 宿主性で

あること、また、感染牛を吸血したマダニの体内で小型ピロが増える生物学的伝播をす

ることから、マダニの生息数やその小型ピロ汚染度を低く保つことがまん延防止や発症

予防上重要とされる。 

寺田らの報告[10]では、マダニが採取された小規模放牧場では、①10年以上の放牧

歴、②不十分なマダニ対策、③公共牧場の併用、④山林周辺の立地、⑤野生動物の侵入が、

その共通の要因として挙げられている。また、牧野に対する総殺ダニ剤投与量や面積当

たりの投与量が多いほどマダニ生息数が少ないことが報告されており[11]、放牧頭数や

放牧面積を勘案する必要がある。フルメトリン製剤は体重 1㎏あたりで計算して牛体に

塗布するため、体重が少ない若齢の牛では、1 頭あたりの有効薬剤の絶対量が少ない、

かつ、塗布総液量が減るため、滴加ムラが起こることから牛体へのマダニ付着開始時期

の短縮する傾向が指摘されている[12]。 

近年は、野生動物やマダニなどの環境中の分布変化、猛暑が連続してみられるなど、

小型ピロに感染しやすい、また、発症しやすい状況になっていることが考えられる。一

度感染すると終生持ち続け、有効な駆虫薬やワクチンがないことからも、今後も積極的

な検査や小型ピロの感染予防と発症予防についての啓発を継続して行いたい。 
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２ 飼養衛生管理支援システム運用開始に係る取り組み 

家畜保健衛生所 友膳弘喜 山崎俊雄 

 

はじめに 

 畜産現場では、不十分な飼養衛生管理に起因する疾病が生産性を押し下げる一因とな

り、生産者への指導・改善記録や病性鑑定結果等の飼養衛生管理に関するデータが十分

に連携・分析されずにいる。また、家畜保健衛生所（家保）をはじめとする自治体は、

家畜伝染病予防法に基づく事務作業等に追われ、本来果たすべき生産者の支援にまで十

分に手が回っていない状況である。 

 そこで、農林水産省は安全な畜産物の安定供給に向け、各種情報の効率的な収集・管

理とその利活用、自治体の事務作業を省力化することによる生産者への質の高い衛生指

導、疾病の発生予防による生産性の向上を目的とし、飼養衛生管理支援システムを段階

的に開発している。 

 

飼養衛生管理支援システムについて 

 飼養衛生管理支援システム（支援システム）とは、飼養衛生管理に関する情報を一元

管理するデータベース群である。従来、定期報告等の届出・報告は生産者から個別に家

保へ行われ、それらを集計したものを各家保から本庁へ報告している。そして、本庁で

も各家保からの報告を集計し国へと報告している。それが支援システム導入後には、こ

れらの作業は支援システム上で行われ、事務作業の軽減が可能となる（図１、2）。 

 

 図１ 従来の報告の流れ 
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  図 2 支援システム導入後の流れ  

  

生産者が支援システムを利用するには、必要な作業①としてデジタル庁ホームページ

で gBizIDを登録し、本人確認を経て、農林水産省共通申請サービス（eMAFF）アカウン

トを取得する必要がある（図 3）。その後、必要な作業②として生産者自身に関する情報

である「経営体情報」を登録し、さらに必要な作業③としてその経営体に紐づいた「農

場台帳」を、畜種ごとに登録することで電子申請が可能となる（図 4）。 

 

 
  図 3 支援システムの利用（必要な作業①） 
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 図 4 支援システムの利用（必要な作業②、③） 

 

当所の取り組み 

 生産者自身の支援システムの利用については、本人確認も含め登録に手間がかかる点

や、愛玩目的（ペット）として家畜を飼養している人や、パソコンやスマホに不慣れな

高齢の生産者も含め、アカウントを取得するにはハードルが高いと考えた。そこで当所

では、前述の点に加え、比較的農場数が少ない点（令和 6年 5月時点 165戸）等を総合

的に判断し、原則として生産者からは従来どおり電話や郵送、メール、ファックス等で

受け付け、家保が各種手続きを代行することとした。 

 

家きん自己点検報告の準備 

令和 6年 10月の家きんの自己点検から支援システムでの電子申請運用が始まること

を受け、7月に家きん飼養者 73戸へ通知を出し、支援システムについて説明した上で、

自身で登録するか、家保による代行を希望するか意向を確認し、その結果、2戸が自身

で登録する意向であり、残り 71戸については家保で代理登録することとなった。また、

経営規模の大きい法人については、家保で把握しきれていない入力情報に齟齬が出る恐

れがあることから、法人でのアカウント取得、運用について依頼し、農場へ出向き登録

作業等をサポートした。 

 

代理登録 

 「経営体情報」「農場台帳」登録には、代表者や家畜所有者、飼養衛生管理者の氏名

やその住所、電話番号等の連絡先の入力が必要であるが、代表者や所有者、飼養衛生管

理者は同じであることが多く、重複する項目について入力済みの情報を引用する機能が
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なく時間がとられ、「経営体情報」登録には約 15分、「農場台帳」登録には約 10～30分

かかった（図 5）。職員 5人で取り掛かり、1カ月かけて家きん飼養者の登録を終わらせ

た。 

 

 図 5 経営体情報と農場台帳登録で重複する項目 

 

家きんの飼養衛生管理重点 7項目自己点検の電子申請についてテストを実施した。生

産者の報告を、1戸あたり約 5分かけて代理入力・申請まで行うと、支援システム上で

飼養規模・項目毎に自動集計され、その結果を県庁へそのまま報告でき、この作業につ

いて省力化を感じられた。しかし代理入力に約 6時間（1戸あたり約 5分×71戸）必要

となるため、そこでの効率化を図った。支援システムには CSVファイルを用いて一括登

録できる機能があり、それを利用した。提出先や申請年度、経営体や農場の ID などの

必要項目を入力し、家きん自己点検用の CSVファイルを作成し、毎月の報告内容に変更

点がなければ、CSVファイルの申請年月日を変えるだけで済むようになった。 

 

課題 

 実際には、支援システムの開発が遅れたことで当初の運用スケジュールが変更となり、

従来の方式での家きん自己点検報告も可能となった。また、支援システム自体の動作が

重く、入力中にタイムアウトすることや、ログインすらできないこともあった。自身で

登録する意向だった 2戸については、マニュアルがよく理解できず、時間もかかったこ

ともあり手続きを途中で断念し、最終的に家保で代理登録することとなった。 

 

今後 

 当所としては、令和 6年度シーズンの各届出については従来どおりの方式で報告する

予定としている。支援システムは生産者自身が参加し、蓄積された情報が還元されてこ

そ意義がある。また、家畜保健衛生所が代行している限り事務負担は増え、省力化とい
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う恩恵は受けられない。支援システムを利用・運用することが目的になるのではなく、

生産者自身が参加・運用しやすくなるような開発・環境づくりを農林水産省へ要望した

い。 
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３ 特定家畜伝染病発生に備えた防疫備蓄資材管理方法の再構築 

家畜保健衛生所 西川清文 

 

はじめに 

 特定家畜伝染病は、家畜伝染病予防法により、発生の予防およびまん延防止のため

の措置を講ずる必要があるとされている家畜伝染病である。その中でも、高病原性鳥

インフルエンザは続発しており、令和 6年シーズンも発生リスクが依然として高い状

態であり、家きんでは 14道県 51事例、約 932万羽が殺処分の対象となっている（令

和 7年 3月 21日時点）[1]。福井県では家きんでの発生はないものの、令和 6年 11月

9日に福井市で発見された死亡ハヤブサで高病原性の鳥インフルエンザウイルスが確

認[2]されており、他県同様に発生リスクが高い状態であった。また、豚熱は平成 30

年 9月以降、全国で発生しており、福井県でも令和元年 7月以降、野生いのししで感

染が確認され[3-5]、令和元年 7月および 8月には、養豚場 2戸で発生し、防疫措置を

実施している[6-8]。 

福井県では豚熱発生以降、防疫備蓄資材（資材）は、畜産試験場（畜試）、家畜保健

衛生所（家保）、坂井農林総合事務所（坂農倉庫）の 3か所に分散し、配置されてい

た。しかし、その配置に規則性はなく、施設によっては老朽化が認められ、構造的に

も資材の搬出入が困難であるといった資材配置、施設運営の課題があった。また、ど

の資材をどの施設にどのぐらい配置しているかの情報について Excelファイルを用い

て資材管理担当者（担当者）間で共有していたが、人事異動による担当者の変更で、

最新のファイルが不明になる、資材更新時等に台帳更新が滞るなどの問題が発生し、

担当者間での情報共有にズレが生じるといった資材管理の課題があった。そこで、こ

れらの問題を解決するために、備蓄庫の体制整備、資材の種類・数・配置の再整備を

実施し、アプリ作成クラウドサービス（kintone）を活用して資材管理法の再構築を行

ったので、これを報告する。 

 

備蓄庫の体制整備 

令和元年の豚熱発生以降、畜試の活用していない研修施設で資材の保管を行ってき

た。しかし、老朽化が進み構造的に資材の搬出入が困難な状況であった（図 1、2）。

そこで、令和 6年 4月より福井市酒生地区の民間倉庫（備蓄庫）を借入し（図 3）、畜

試での備蓄を廃止した。 
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そのため、備蓄庫の体制整備として新たに備蓄庫管理者を設け、家畜伝染病発生時の

防疫作業班編成に組み入れることにした。備蓄庫管理者は、発生時に資材の管理や搬

出の担当とすることにした。 

また、備蓄庫は電気契約をしていないた

め、新たに発電機およびボールライトを購入

（図 4）し、夜間の作業も可能とした。資材

はパレット上に配置することで、通常管理時

にはハンドリフトで運搬（図 5）し、発生時

にはフォークリフトをレンタルし、運搬用ト

ラックに搬入することにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備蓄資材の整理 

新たな資材配置案として、家きんの飼養規模別で各備蓄場所ですみ分け配置するこ

とにし、飼養規模 6千羽未満（動員規模 100名未満）は、家保のみの資材で対応、6

千羽から 10万羽の場合は、家保と備蓄庫の資材で対応、10万羽以上の場合は、防疫

準備から第 1クールまでの資材を坂農倉庫、第 2クール以降を家保および備蓄庫の資

図 1 老朽化した施設 

図 5 ハンドリフトによる管理・運搬 図 4 発電機とボールライト 

図 2 資材の搬出入困難な構造 

 図 3 備蓄庫外観 
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材で対応することにした（表１）。牛・豚での家畜伝染病発生時は、家保および備蓄庫

の資材を使用することにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そして、各備蓄場所の現状把握を行い、配置予定資材の種類および数量の確定を行

った。また、発生時の備蓄資材の流れをシミュレーションした（図 6）。 

 

 図 6 資材の流れ 

 

kintoneの活用 

資材管理法として、福井県が導入している kintone［9］を活用し、専用の資材管理

アプリ（アプリ）を作成、共有することにした。kintoneを活用する利点は、1所属 1

アカウントで、別所属の複数名がアプリに同時ログイン可能なことである。これらの

利点により、家畜伝染病発生時には迅速に対応可能で、また、人事異動時にも参加メ

ンバーの変更が不要となる。また、kintoneは直感的に、用途に合った専用アプリを

作成することができるため、担当者が変更になっても簡単にアプリの追加や修正が可

能である。 

 アプリの作成にあたり、まずアプリを共有するスペースを作成、畜産関係所属と共

有した。スペースのお知らせの部分には、スペースおよびアプリのルールを掲示し(図

7)、誰でも分かりやすいようにして、下記のアプリを作成した。アプリは普段の資材

管理を行う所属のみが編集でき、他の畜産関係所属は閲覧のみ可能とした。 

表 1 家きんの飼養規模別における資材の備蓄場所すみ分け表 
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 図 7 アプリ共有スペース（坂井農総・家保防疫資材共有） 

 

＜作成アプリ一覧＞ 

・防疫資材管理：普段の資材の種類・在庫管理（資材台帳） 

・防疫資材配置図：坂農倉庫・家保・備蓄庫の資材配置図（図 8） 

・防疫資材 使用/購入 受払簿：家畜伝染病発生時、現地対策本部の資材担当が活用 

 初見でも利用できるようにマニュアル作成 

・購入・レンタル資材：発生時に購入またはレンタルする資材一覧 

 

 

 図 8 防疫資材配置図（坂農倉庫） 

 

研修会の実施 

令和 6年 11月に家保で、新しい防疫資材管理体制、kintone説明、備蓄庫視察の内

容で研修会を実施した。中山間農業・畜産課の防疫担当 2名、坂井地区および丹南地

区畜産担当農業普及員 3名、令和 6年度備蓄倉庫管理者 1名を参集し、kintoneの操

作、備蓄庫の鍵の開錠、ハンドリフトでの資材運搬等を行った（図 9）。 
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 図 9 研修会の様子 

 

今後の予定 

人事異動の度に各備蓄場所での資材の数・配置の再確認を実施する予定である。ま

た、備蓄庫内の設備の充実で、常設のフォークリフトやパレットの 2段配置用の棚の

整備を行いたい。さらに、備蓄庫内から発生農場へのトラック搬出を想定した動線の

確認や、資材の梱包をさらに検討していく必要がある。 
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４ 家畜保健衛生所における許可に関する動物薬事業務の概要 

家畜保健衛生所 二本木俊英 

 

はじめに 

 家畜保健衛生所（以下、家保）では、許可・届出に係る動物薬事業務を行っている。

動物用医薬品の販売業ならびに医療機器の販売業・貸与業については、「医薬品、医療

機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下、薬機法）」、「動物用医

薬品取締規則（以下、規則）」に基づき許可・届出業務を行っている。動物用医薬品の

販売業には、店舗販売業（以下、店舗）、特例店舗販売業（以下、特例店舗）、配置販売

業、卸売販売業（以下、卸売）、再生医療等製品の販売業（以下、再生医療）があり、動

物用医療機器の販売業貸与業には動物用高度管理医療機器等販売業・貸与業（以下、高

度管理）の許可と動物用管理医療機器販売業・貸与業（以下、管理）の届出がある。今

回、これらの許可・届出に係る動物薬事業務について県内の状況と指導事項について概

要を報告する。 

 

令和 6年度の許可、申請、届出等の概要 

令和 7年 2月末現在の状況は表 1のとおりで、許可届出件数は、店舗 7件、特例 39

件、卸売 10件、高度管理 9件、管理 14件、再生医療 2件の計 81件であった。新規の

申請・届出は計 9件、更新申請は計 13件であった。立入は新規、更新申請に伴うもの

がほとんどで計 24件実施した。また、店舗、特例、卸売で計 4件の廃止届出が提出さ

れた。なお、配置販売業については、現在まで申請は皆無である。 

 

 表１ 令和 6年度動物薬事許可、申請、届出等の概要 
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令和 2年度以降の変更届の概要 

 令和 2年度から 6年度（令和 7年 2月末現在）までに店舗で 60件、特例で 42件、

卸売で 18件、高度管理で 18件、管理で 13件、再生医療で 1件の計 151件の変更届出

が提出された。届け出内容は表 2のとおりで、主なものは、代表者、責任役員、管理

者、構造設備の変更であった。また、店舗では登録販売者の変更で 35件、特例では品

目の変更で 18件の届出が提出された。 

  表 2 変更届の内容（令和 2～6年度） 

 

許可申請（新規・更新）手続き 

 許可の申請については、新規の場合は希望する許可日、また更新の場合は有効期間

満了日の概ね 1か月前に申請するよう指導した。申請書が提出されたら、内容を精査

するとともに施設の立ち入り検査を実施した。申請書ならびに施設に不備がなく適正

と判断したならば、起案決裁後、知事印を押印した許可証を作成し、立入の 2週間後

を目途に許可証を交付するという流れで手続きを完了した（図１）。 

 

図 1 許可申請（新規・更新）手続き 
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「陳列」についての指導 

 薬機法第 57条の 2第 1項において、「陳列」について「薬局開設者又は医薬品の販

売者は、医薬品を他の物と区別して貯蔵し、または販売しなければならない」と定め

られている。特に、特例店舗では、商品棚で陳列販売している店舗がほとんどである

ことから、「動物用医薬品は他の物と区別」することを指導した。 

店舗での陳列の例は次のとおり。陳列商品棚には空箱のみ陳列し、バックヤードに

医薬品を保管（写真１）。商品棚に保管ケースを設置（写真 2）。「動物用医薬品」の看

板を設置し陳列（写真 3，4）。 

   

 写真 1                      写真 2 

   

写真 3         写真 4 

 

指導事例 

 指導した 3事例について次のとおり報告する 

事例１ 

特例店舗に許可更新立入の際、申請者から「観賞魚用の治療用に消毒殺菌剤を自分

で調合し、小分けしたものを客に斡旋している」旨の聴取を得た。この行為は、薬機

法第 13条（製造業の許可）ならびに第 83条の 2（動物用医薬品の製造及び輸入の禁

止）に違反している虞があることから、消毒殺菌剤の自己調合を止めること、指定品

目一覧に掲載されている医薬品について品目の追加申請をすること、追加申請した品

目を小分けすることなく販売することを指導した。 

事例２ 

 特店舗新規申請の際、35品目の動物用医薬品について取扱いの可否について、また

インターネットによる特定販売を実施したい旨の相談を受けた。 

取扱品目については、リストを精査した結果、要指示薬 6品目、指定品目一覧に掲

載のない 13品目は取扱い不可とした。また、海外からの輸入医薬品については薬機法

第 83条の 2の 2（動物用医薬品の製造及び輸入の禁止）抵触することからこれら 6品
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目についても取扱い不可とし 10品目について許可を与えた。特定販売については、必

要な許可は特例店舗ではなく店舗の許可であること、また店舗管理者として薬剤師ま

たは登録販売者の有資格者が必要であることを説明した結果、特定販売は実施しない

との回答を得た。 

事例 3 

不許可でインターネットを利用した動物用医薬品の販売広告を掲載している個人が

いる旨の通報が県庁中山間農業・畜産課に寄せられた。広告に表示された住所地を複

数回にわたり訪ねるものの不在であったり、記載の電話番号に電話するが不通の状態

が続いたりした。そのため、週休日の昼頃に電話したところようやく本人に連絡する

ことができた。 

本人に、動物用医薬品を販売する場合、許可が必要であることに加え、ネット販売

には店舗販売業の許可が必要なこと、また店舗管理者として薬剤師または登録販売者

の有資格者が必要であることを説明した結果、速やかにネット広告を削除するととも

に許可については申請しないとの確約を得た。 

 

まとめ 

値段が安い、手軽に買えることから動物用医薬品の購入がインターネット通販で盛

んに行われているが、アジア・アフリカ地域では半数近くが偽薬や不良医薬品などの

不正医薬品であるとの報告があり、動物衛生、公衆衛生、食糧安全への懸念があると

して WOHAは対策強化を図っている。国内においては、農林⽔産省は違法に未承認医薬

品の広告を行う個⼈輸⼊代⾏業者に対し直接的な是正指導や、サイト管理者に対する

当該サイトの閉鎖要請を実施するなどの対応を実施している。 

また、許可・届出関係では、登録販売者が管理者となる場合に要する従事期間、営

業所管理者の基準の明確化、 特例店舗販売業者における指定品⽬の通知⽅法、 許可

更新に併せて届出る許可事項変更、卸売販売業の妥当な販売先の認可、卸売販売業の

管理者兼務の条件等について農林水産省内で見直しが検討されている。 

動物用医薬品の許可・届出に関しては全国の動物薬事担当者から多数の疑義照会が

寄せられているが、国や県と連携を密にするとともに薬機法ならびに規則を遵守し今

後とも適正な動物薬事行政の推進に努めていきたい。 

 

参考文献 

［1］家畜保健衛生事業計画・事業成績（平成 25年度～令和 5年度） 

［2］医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 

［3］動物用医薬品取締規則 第 92条～第 150条 
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5 病性鑑定カルテの電子化による業務効率の向上と今後の課題 

家畜保健衛生所 落井真史、清水誠也 

 

はじめに 

 家畜保健衛生所(家保)では病性鑑定の依頼にあたって、農家情報、概要、各種検査結

果および農家への指導内容等を記録した病性鑑定カルテ（病鑑カルテ）を年間約 450件

にわたり作成、ファイリングして過去 10 年分を保管している。県内の家畜伝染病の発

生状況、畜産農家の家畜衛生事情などを把握するための重要な資料である。しかし、家

保で長年使用していた紙製の病鑑カルテには、データ管理の不便さ、保管場所などの問

題が生じていた。そこで一昨年より、従来使用していた紙製の病鑑カルテを廃止し、福

井県が導入しているアプリ作成クラウドサービス kintone [1]で電子病鑑カルテを作成、

これを活用することで、課題の解決を試みた。結果、病性鑑定情報の一元管理化、業務

の省力化およびペーパーレス化を実現し、業務効率の改善に成功したため、これを報告

する。 

 

紙製の病鑑カルテの概要 

A3サイズの専用用紙に両面印刷したものを病鑑カルテとして使用していた(図 1)。依

頼者、患畜の情報、解剖所見および各種検査結果等を記載し、電気泳動などの結果は印

刷した画像を直接貼り付けるか、OneDriveに保存していた。また、解剖写真、組織写真

および参考文献等は OneDrive の別々の場所に保管していた。また、紙製の病鑑カルテ

とは別に病性鑑定一覧を Excelファイルで作成し保管していた。このように病性鑑定の

情報の保管場所が多岐にわたっていたことから、過去の症例の検索等に時間を要してい

た。また、カルテのファイリングミスや Excelへの入力ミス等もあり検索が困難な場合

もあった。さらに紙製の病鑑カルテは 1部のみであるため、病性鑑定情報の所内共有が

困難であった。ファイリングした紙製の病鑑カルテは、スチール製の書棚に収納し、10

年間保管している(図 2)。そのため保管場所や書棚を確保する必要があった。また、年

間約 450件分の紙製の病鑑カルテの作製費用が必要であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 紙製の病鑑カルテ 
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図 2 ファイリングし書棚に収納された紙製の病鑑カルテ 

 

方法 

紙製の病鑑カルテの課題解決のため、福井県が導入している kintoneを活用した病鑑

カルテの電子化を試みた。必要項目や検索機能について課員で検討し、実装した。電子

カルテは全ての所員が確認、編集することができる。また、入力画面では一部情報をプ

ルダウン方式での入力とし、入力ミス、表記ゆれ削減を目指した(図 3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 電子カルテの入力画面         

 

結果 

従来の紙製の病鑑カルテに記入していた情報に加え、OneDriveに保管した解剖写真、

参考文献等の情報を電子カルテにリンクさせることにより病性鑑定情報の一元管理が

可能となり、電子カルテから各情報へのアクセスが容易になった(図 4)。 

また、月齢自動計算や他のカルテ（血液検査、乳房炎検査等のカルテ）との連携機能

の活用により利便性が向上した（図 5）。電子カルテは各所員のパソコンから閲覧可能

であるため、情報共有が円滑となり、現場立ち入りや電話対応において、各所員が病性

鑑定情報を引用した共通の認識で農家指導を行うことが可能となった(図 6)。また、病

性鑑定情報の絞り込み検索が可能となったことから、過去の病性鑑定情報の検索が簡便

かつ迅速に実施できるようになった(図 7)。電子カルテの情報は CSVファイルへの出力

が可能であるため、Excelでの病性鑑定一覧の作製作業が不要となった。 
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紙製の病鑑カルテを廃止し電子カルテに移行したことでペーパーレス化が進み、紙製

の病鑑カルテの作製費用約 15,000円/年が削減された。また、保管場所や書棚の確保が

不要となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 電子カルテから各情報へアクセス     図 5  kintoneの機能の活用例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6  情報共有の円滑化               図 7 絞り込み機能 

 

 

今後の課題 

現在、解剖所見等は解剖室にて記録用紙に書き込んでいる。解剖が終わった時点で、

記入済みの記録用紙を事務所に持ち出して、内容を電子カルテに入力している。この方

法では、解剖室で解剖した病畜由来の病原体が記録用紙を介して持ち出され、所内が汚

染される恐れがある。今後、解剖室での記録は解剖室専用のタブレットなどを使用し、

事務所パソコンにデータを送信し、事務所で電子カルテに入力するなどの方法を取り入

れることにより所内の病原体汚染を予防する工夫が必要と考える（図 8）。 
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図 8 改善案 

 

参考 

[1] 福井県：令和 5年 9月 29日 D推第 1172号 

kintone の正式導入開始について（通知） 
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６ InversePCR法が地方病型牛伝染性リンパ腫診断の一助となった一症例 

家畜保健衛生所 清水誠也 新田愛 

 

はじめに 

 牛伝染性リンパ腫は、全身性の悪性リンパ腫を主徴とする牛の疾病で、ウイルス感染

による地方病型（EBL）と原因不明の散発型（SBL）に分けられる。EBLの原因ウイルス

である牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）はレトロウイルス科デルタレトロウイルス属

に属するウイルスであり、牛の B 細胞に持続感染する。EBL の発症は感染牛の数％で、

4～8 歳齢に好発するといわれるが、近年、若齢での発症の報告も増加している[1-3]。 

 EBLの診断は臨床症状、血液検査、病理組織検査、ウイルス検査の結果により総合的

に判断する必要があり、診断が難しい症例もある。実際、埼玉県の報告に外貌所見や白

血球を用いた BLV-PCR検査で BLV特異遺伝子が検出されたことから EBLを疑ったが、免

疫組織化学的検査結果にて SBLと診断した事例がある[4]。そんな中、近年 inverse PCR

（IPCR）法や RAISING法といった手法で EBL診断が可能という報告がなされた[5,6]。 

 今回、若齢牛での EBL発症を疑った症例に IPCR法を用い EBLと診断した事例につい

て概要を報告する。 

 

発生概要 

 当該牛は黒毛和種、肥育、去勢、13ヶ月齢。令和 6年 12月 5日、食欲低下、翌日起

立不能となり、開業獣医師による治療を受けていたが 12月 7日に死亡した。12月 9日

に病性鑑定解剖を実施した結果、下顎リンパ節の腫大、眼窩組織の腫大、脾臓の腫大を

認め（図 1-3）、EBLを疑い各種検査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 下顎リンパ節腫大    図 2 眼窩組織腫大      図 3 脾臓腫大 

 

材料および方法 

1. 血液検査 

令和 6 年 12 月 7 日に開業獣医師が採取した血液を用い、自動血球計算装置（シ

スメックス株式会社）にて白血球数を測定し、血液塗抹検査をディフ・クイック染

色にて実施した。 
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2. 病理組織検査 

肝臓、脾臓、腎臓、心臓、肺、脳、胃、小腸、結腸、胸腺、眼窩組織、付属リン

パ節（肝臓、肺、下顎、空腸）を用い、HE染色を実施した。 

3. ウイルス検査 

血液、肝臓、脾臓、腎臓、心臓、肺、脳、胸腺、肝臓リンパ節、左右眼窩組織か

ら市販試薬（DNeasy Blood and Tissue Kit,QIAGEN）を用いて DNA抽出を行った。

抽出した核酸を鋳型とし、pol 法（牛伝染性リンパ腫ウイルス検出キット，タカラ

バイオ）にて BLVプロウイルス量を定量した。 

定量 PCRと同検体を用い、西森らの方法[7]で IPCR法を実施した。 

4. 細菌検査 

 肝臓、脾臓、腎臓、心臓、肺、脳、胸腺を用い、常法に従い実施した。 

 

成績 

1. 血液検査 

 血液検査の結果、白血球数は 297,300/μlだった。血液塗抹検査の結果、異形リ

ンパ球が多数認められた（図 4,5）。 

 

 

 

 

 

 

  

図 4 血液塗抹検査（低倍率）  図 5 血液塗抹検査（高倍率） 

2. 病理組織検査 

 病理組織検査の結果、脾臓、リンパ節、眼窩組織に大型のリンパ球様腫瘍細胞の

浸潤増殖を認めた。また、死後変化による細胞の変性、核の崩壊がみられた（図 6-

8）。 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 脾臓（強拡大）    図 7 リンパ節   図 8 眼窩組織 
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ウイルス検査 

 定量 PCR の結果、全検体で BLV 遺伝子が検出され、12,000copies/100,000cells

を超える高コピー数の検体も認めた（図 9）。 

図 9 定量 PCR 

 

 IPCR法の結果、心臓、肺、脳、胸腺、左右眼窩組織、血液から抽出した検体で同一長

のバンドが検出された（図 10）。 

M：100bpマーカー 

1：肝臓 2：腎臓 3：脾臓 4：心臓 5：肺 

6：脳 7：胸腺 8：肝臓リンパ節 

9：右眼窩組織 10：左眼窩組織 11：血液 

 

 

図 10 IPCR法の電気泳動像 

 

4.細菌検査 

細菌検査の結果、有意な菌は検出されなかった。 

 

考察 

 本症例は、解剖所見、血液検査、病理組織検査、定量 PCRの結果、EBLを疑うも 13か

月齢と若齢であること、病理組織検査で死後変化による細胞の変性、核の崩壊がみられ

たこと、同様の所見で SBL と診断された事例[4]があることから、確定診断には至らな
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かった。そこで近年 EBL の診断に有用との報告[5]がある IPCR 法を実施した。IPCR 法

において、①バンドが検出される②バンドの数が少数③検体間で同一のバンドが検出さ

れる、これら 3つの条件すべてを満たした場合 EBLと診断可能とされる[5]。本症例に

おいて、上記の条件をすべて満たしたため、EBLと診断した。今後の展望として IPCR法

を用いた症例を蓄積するとともに、血液や体表リンパ節等の生検材料を用い、EBLの生

前診断に活用できたら農家の経済的な負担軽減につながると考える。 

 

参考文献 

[1] 平川 素子, 里 秀樹, 佐藤 亘, 近藤 信彦：地方病性牛白血病の若齢発症に関す

る一考察, 大分県畜産関係業績発表会集報, 2013 

[2] 石井 圭子，銘苅 裕二，髙木 和香子，荒木 美穂：3 カ月齢の黒毛和種子牛にみられた

地方病性牛白血病の１症例, 沖縄県家畜衛生試験場年報, 第 55号,2019 

[3] 若槻 拓司, 杉山 定, 高岡 亜沙子, 橋田 明彦, 水上 智秋, 廣瀬 友理, 門田 耕

一, 竹嶋 伸之輔, 間 陽子：若齢牛において地方病性牛白血病と診断した 1例, 日

獣会誌, 72, 608～613, 2019 

[4] 増田 杏菜, 御村 宗人：肥育牛にみられた散発性牛白血病の一症例, 埼玉県調査研究

成績報告書(家畜保健衛生業績発表集録), 第 59 報(平成 29 年度） 
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of Lymphoma Using High-Throughput Clonality Analysis of Bovine Leukemia 

Virus-Infected Cells. Microbiology Spectrum, 10(6), 2022 
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７ 県内一酪農場で発生した牛ウイルス性下痢について（第 2報） 

家畜保健衛生所 清水誠也 落井真史 

 

はじめに 

 牛ウイルス性下痢（BVD）は牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）を原因とする届出伝

染病で、発症牛は下痢、呼吸器症状、発熱、乳量低下等、様々な臨床症状を呈する[1]。

また、妊娠牛が BVDV に感染した場合、胎齢に応じて胚死滅、流死産、異常産を引き起

こし、胎齢 100日前後で感染すると、胎子は免疫寛容となり持続感染（PI）牛として娩

出される[1]。PI牛は生涯にわたりウイルスを排出して農場を汚染する感染源となるた

め、BVD の対策においては PI 牛の摘発淘汰と、ウイルスの伝搬経路を明らかにして蔓

延を防止するための疫学調査が重要である[1]。 

BVDV はフラビウイルス科ペスチウイルス属に分類され、BVDV1（Pestivirus bovis）

および BVDV2（Pestivirus tauri）の 2種類が存在する。BVDV1と BVDV2は、遺伝子配

列の違いによりそれぞれ 1aから 1vおよび 2aから 2dの亜型に細分され、国や地域によ

り流行している亜型が異なる[2、3]。近年、日本国内では主に 1bおよび 2a亜型のウイ

ルスが流行しており[4]、それらの株は E2領域の塩基配列の違いによりさらに細かいク

ラスターに分類できることが報告されている[5]。 

 第 1報では、令和 5年 12月に県内一酪農場で BVDV2による集団下痢が発生し、当該

農場の浸潤状況調査の結果、子牛 1頭が PI牛であった点、当該農場が利用していた県

内公共牧場および関連農場において清浄性を確認した点、県内農場に対する BVDV 侵入

防止対策を整備した点を報告した[6]。今回、本症例の原因ウイルスについて遺伝子解

析および分子系統解析、疫学調査を実施したためその概要を報告する。 

 

材料および方法 

1． 遺伝子解析および分子系統解析 

 BVD 発症牛の糞便および PI 牛血清の抽出核酸をテンプレートとして、5´UTR お

よび E2領域の塩基配列情報および BLAST解析、E2領域の系統樹作成を国立研究開

発法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究部門に依頼した。 

2． 疫学調査 

 本症例で摘発された PI 牛を分娩した母牛が飼育されていた公共牧場における導

入牛の有無および当該母牛の個体情報を、公共牧場への聞き取りおよび独立行政法

人家畜改良センター〔牛の個体識別情報検索サービス〕から取得した。 

公共牧場で実施している牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）検査の余剰血清（令和

5年度受入子牛：80検体、令和 5年 3月全頭検査：167検体、令和 5年 9月全頭検

査：135検体）を用い、抗体検査を ELISA法にて実施した（VDProウシウイルス性下

痢ウイルス抗体 ELISキット,FUJIFILM）。また、10検体ごとのプール検体とし、Vilcek

ら [7]の方法で RT-PCRを実施した。 
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 さらに、令和 5年度に公共牧場と同一地域で採材された野生いのしし豚熱検査の

余剰血清を用い、RT-PCR 法[7]を実施した。遺伝子が検出された検体については、

制限酵素 PstⅠおよび BglⅠを用いた制限酵素切断長多型（RFLP）解析[7-8]を実施

した。また、中和試験は BVDVKZ91株を指示ウイルスとし MDBK細胞で実施した。 

 

成績 

1. 遺伝子解析および分子系統解析 

 第 1報で報告した[6]、鑑定殺牛の糞便および PI牛血清に由来するウイルスの

5´UTR領域の塩基配列情報を解析した結果、両者の配列は 100%一致した。BLAST

解析の結果、この株は BVDV2a に近縁であり、アメリカの分離株である WiscA 株

（MH231146）と最も高い類似性を示した（98.4%）。また、E2 領域の塩基配列につ

いても両者の配列は 100%一致し、BLAST 解析の結果、WiscA 株（MH231146）や、

同じくアメリカの分離株である GBK 株（AB894424）、MadSpl株（MH231137）に対

して高い類似性を示した（WiscA：97.4%，GBK：96.4%，MadSpl：98.3%）。一方、

既報[4,5]の BVDV2a国内分離株クラスターIおよび IIとの類似性は、近縁なもの

でそれぞれ 89.4%（LC630478）および 89.5%（LC016727）であった。分子系統解析

の結果、本症例の原因ウイルスと WiscA株、GBK株および MadSpl株は、既報[4,5]

の BVDV2a国内分離株とは異なるクラスターを形成した（図 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1  E2配列（1122 bp）を用いた分子系統解析結果 
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2. 疫学調査 

 公共牧場への県外導入牛は、平成 30年 2月 20日に北海道から導入され令和 5

年 5月 2日に死亡した個体（雌、ホルスタイン種）以降存在しなかった。本症例

の PI牛の母牛は令和 3年 12月 21日に当該農場で生まれ、令和 4年 3月 8日に

公共牧場に預託後、6 か月齢時に BVDV1 および 2 を含む不活化ワクチンを接種さ

れていた。その後、令和 5年 3月 5日に人工授精を行い妊娠が確認され、令和 5

年 10月 24日に公共牧場から当該酪農場に移動し、令和 5年 12月 10日に PI牛

を産出した。 

 BLV検査の余剰血清を用いた BVDV遺伝子検査の結果、全検体で遺伝子は検出さ

れなかった。BVDV抗体検査の結果、令和 5年 3月の血清で 3検体、9月の血清で

15検体陽性だった（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2 BVDV抗体検査結果 

 野生いのししの血清を用いた遺伝子検査の結果、6検体で陽性が確認され、RFLP

の結果、6検体すべて PstⅠおよび BglⅠで切断された。 

 野性いのしし血清を用い BVDV2 に対する中和抗体を測定したところ 4 検体で 2

倍、6検体で 4倍、2検体で 8倍の抗体価が確認されたが、豚熱 ELISAでも陽性の

個体だった。 

 

考察 

 県内一酪農場において集団下痢が発生し、検査の結果 BVDの発生が確認され、その後

の調査で子牛 1頭が PI牛であることが確認された。BVD発症牛糞便および PI牛血清に

由来するウイルスの遺伝子検査を実施した結果、原因ウイルスは BVDV2であり、両者の

5´UTR領域および E2 領域の配列が 100％一致したことから、BVDの発生は PI牛由来ウ

イルスに起因すると推察された。原因ウイルスの塩基配列を BLAST解析した結果、この

株は BVDV2a亜型のアメリカ分離株 WiscA 株や GBK 株、MadSpl 株と高い類似性を示し、

分子系統解析の結果、近年報告されている[4,5]国内流行株とは異なるクラスターに分

類された。これまでこのクラスターに分類される国内株の報告事例はないため、本症例

は当該クラスターに分類される BVDVによる初めての症例報告である。 

  （    ）
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これまでに報告のないクラスターに属するウイルスの伝搬経路を特定するため、疫学

的な解析を実施した。胎齢 100日前後で BVDVの感染が成立すると胎子が免疫寛容によ

り PI牛となることが知られている。そこで、PI牛を産出した母牛の移動歴を調査した

ところ、該当期間中は公共牧場に預託されていたため、公共牧場でウイルスに感染した

と考えられた。公共牧場では、以前より BVD対策として、導入牛が 6か月齢に達した時

点で BVDV1および 2を含む混合不活化ワクチン単回接種を行っている。しかしながら、

不活化ワクチン接種のみで子宮内感染を完全に防御することは困難という報告がある

[9]ことに加えて、今回の原因ウイルスはワクチン株とは抗原性がわずかに異なる可能

性があることから、ワクチンの効果が限定的であり、今回の感染を防ぐことができなか

った可能性がある。公共牧場で採取された余剰血清を用いた疫学調査の結果、導入子牛

の検査において BVDV が検出されなかったことから、PI 牛により BVDV が公共牧場に持

ち込まれた可能性は否定された。しかし、令和 5年 3月と 9月に採取した検体において

BVDV に対する抗体の陽転を認めたことから、この期間にウイルスが侵入した可能性が

高いと推察された。 

公共牧場と同一地域で採材された野生いのしし豚熱検査の余剰血清を用いた疫学調

査では、遺伝子検査陽性だった検体は制限酵素（PstⅠおよび BglⅠ）で切断されたため

豚熱遺伝子と判明した。また、いのしし血清を用いた抗体検査では抗体価 2～8 倍の検

体が認められたが、豚熱 ELISAでも陽性の検体であることから、豚熱抗体が交差したと

推察した。 

公共牧場は、平成 30年 2月以降県外からの牛の導入はなく、また、野生いのししを

介した BVDV の関与は認められなかったことから、ウイルスの侵入経路の特定には至ら

なかった。しかし、公共牧場は観光牧場としての側面も持ち、また、放牧地は公道に面

しており野生動物が容易に侵入できる構造となっている。豚に BVDV が感染した報告

[10]や、野生の反芻獣が BVDV の感染源となる報告[11]があるため、車両およびイノシ

シやシカ等の野生動物からウイルスが侵入した可能性も考えられる。そのため、今後の

BVD 対策として公共牧場における定期的なワクチン接種や受け入れ時の検査に加えて、

飼養衛生管理のさらなる徹底が重要と考える。 
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８ 県内一養鶏場で発生した Enterococcus cecorumによる化膿性脊椎炎 

家畜保健衛生所 木村美貴 新田愛 

 

はじめに 

Enterococcus cecorum（以下 EC）は通性嫌気性のグラム陽性球菌で、鳥類・哺乳類

の腸内細菌叢の一菌種である。病原性は少ないと考えられていたが、近年、損害が大き

い新興感染症として注目されている [1,3]。病原性を示す EC（ pathogenic 

E.cecorum :PEC）と共生型の EC（commensal E.cecorum ：CEC）が存在し[1,2]、病原性

だけではなく腸内へ定着する時期などに差がみられる。第一病期では敗血症がみられ、

心膜炎・肝被膜炎・脾腫を呈する[1,6]が、無症状の鶏も多く[2]、その後、血行性に移

行し脊椎膿瘍を形成、第二病期の歩行困難・跛行・脚部の麻痺などを呈し[1,2,4]、飢

餓と脱水により死亡率・淘汰率が上昇して問題が表面化するといわれている[1]。 

 

発生概要 

令和 6 年 3 月 25 日、県内の養鶏場から脚

弱の鶏が増えているとの相談を受け、現地に

立ち入りした。当該農場は全国に農場を持つ

畜産企業の一養鶏場で、ウインドレス平飼鶏

舎 6棟にて肉用鶏（チャンキー）約 36,000羽

を飼養しており、1 週間ごとに初生雛を導入

し、45日齢で出荷している。 

図 1 脚を投げ出して座る個体 

 

立入り時、脚を投げ出して座り（図 1）、起立を嫌がり、不安定な歩き方をする鶏が目

立った。このような症状は 20 日齢を過ぎた頃からみられるとのことであった。死亡羽

数の増加はないが、増体が悪くて出荷できず、最大 10％程が淘汰となっていた。 

それぞれの鶏舎では一部、種鶏が共通していたが、種鶏に関係なく日齢に比例して罹

患率が上がっていた(表 1)。 

 

表 1 鶏舎ごとの発症率と日齢および種鶏の関係 

鶏舎 日齢 発症率 種鶏 

1号舎 空舎（出荷後） - B 

2号舎 空舎（出荷後） 8.8％ A 

3号舎 46日齢（出荷直後） 8.4％ A 

4号舎 39日齢 3.5％ B 

5号舎 32日齢 1.8％ A 

6号舎 25日齢 0％ C 
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餌を替えた直後から脚弱が発生したため、栄養不足が原因のペローシスを疑って病性

鑑定を開始した。ただし、変えた後の餌はこの会社の別の農場でも使っており、そこで

は異常は発生していなかった。 

生鶏 5羽で鳥インフルエンザ簡易検査を行ったところ、全て陰性だった。 

 

材料および方法 

1．解剖検査および病理組織検査 

生鶏 12羽について鑑定殺し、解剖検査実施後、主要臓器について 10％ホルマリン液

で固定後、常法に従いパラフィン包埋切片を作製してヘマトキシリン・エオジン（HE）

染色およびグラム染色を実施した。 

 

2．細菌検査 

① 臓器からの菌分離 

解剖した鶏のうち、一部の個体の肝臓、脾臓、腎臓、心臓、肺、大脳、胸椎膿瘍部を

用いて、5％羊血液寒天培地、DHL 寒天培地にそれぞれスタンプし、5％CO2下で 37℃24

時間培養した。5％羊血液寒天培地については 37℃24時間の嫌気培養も実施した。分離

された菌株に対しグラム染色を行い、その形状を確認後、純培養した。5％CO2下で 37℃

24時間培養後、API 20 STREP（ビオメリュー社）を用いて菌種同定を試みた。さらに国

立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究部門（動物衛生研究部門）

に依頼し、sodA遺伝子の特徴的な配列を標的とした PCR法[7]を用いて菌種を同定した。 

 

② 薬剤感受性試験 

分離した EC の薬剤感受性試験は、ペニシリン、アンピシリン、エリスロマイシン、

テトラサイクリン、ドキシサイクリン、バンコマイシン、クロラムフェニコール、シプ

ロフロキサシンの 8薬剤について、センシ・ディスク（ベクトン・ディッキンソン社製）

を用いて、一濃度ディスク法にて実施した[8]。感受性については CLSI（Clinical and 

Laboratory Standards institute）の Enterococcus spp.の基準[9]を元に判定した。 

 

3．寄生虫検査 

3号舎から 6号舎の落下便を用いて、浮遊法によって簡易寄生虫検査を行った。 

 

4．血液検査 

4号舎と 5号舎の鶏 5羽の血液を用いて、血液生化学検査を行った。 
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5．疫学検査 

以下の検査は動物衛生研究部門に依頼した。 

① パルスフィールドゲル電気泳動法による遺伝子型別 

分離株 10株について、Okuraら[10]の方法に準拠し、制限酵素は SmaIを用いて、パ

ルスフィールドゲル電気泳動（PFGE）を行った。 

② 病原性の強い株が持つ遺伝子の検索 

海外の先行研究において、病鶏由来株で高く保存されている 5つの遺伝子と、ヒトの

患者由来株で高く保存されている 1つの遺伝子が発見されている[11]。これらの遺伝子

の有無を調べた。 

 

6．環境調査 

① 環境ふき取り、落下便からの DNA検出 

海外の先行研究では、不十分な洗浄・消毒により、生産サイクルを越えて EC が伝播

していることが示されている[12]。環境中に排出された EC がどの程度残存するのか調

査するため、立ち入りを行った。鶏が残っていた 3～6 号鶏舎の左右壁のふき取り検体

と落下便を採取した。壁のふき取りには、プロワイプ（大王製紙株式会社製）1枚に滅

菌精製水 40mlを含ませたものを使用した。Brain Heart Infusion(BHI)液体培地で一晩

増菌後、上清から市販の DNA抽出キットを用いて DNAを抽出し、PCRを実施した。 

 

② 環境ふき取り、落下便からの菌分離 

各検体の BHI 増菌液をコロンビア CNA 5%ヒツジ血液寒天培地（ベクトン・ディッキ

ンソン社）に画線培養し、6株ずつ純培養した。菌株から DNAを抽出し、PCRを用いて

菌種を同定した。分離株に関して、臓器からの分離株と同様に、薬剤感受性試験および

病原性の強い株が持つ遺伝子の検索を行った。 

 

③ 環境からの分離菌の疫学検査 

環境から分離された菌の PFGEを動物衛生研究部門に依頼した。 

 

7．発育鶏卵接種 

胸椎膿瘍由来株および肺由来株の病原性の違いを調べるため、発育鶏卵接種を行っ

た。既報[1,11,13,14]を参考に、それぞれの菌株を生理食塩水でマクファーランド

No.0.5（1.7×108 cfu/ml）に調整し、それを原液として 102倍、104倍、106倍、108倍に

段階希釈した。原液および希釈液を 11 日齢の発育鶏卵の尿膜腔内に 100μl 接種して

day0とし、18日齢になるまで 7日間孵卵した（n=2）。陰性コントロールには生理食塩

水を使用した。尿膜腔内から菌を分離し、菌数を計測した。途中で死亡した胚について

病理組織検査を行った。 
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結果 

1．解剖検査および病理組織検査 

解剖した 12羽（図 2）に共通して、脚の関節・骨格筋に著変はみられなかった。白く

濁った心嚢水が貯留している（図 3）個体や、心嚢と肝臓の漿膜面が一部癒着している

（図 4）個体がみられた。ほぼ全ての鶏に共通して、第六胸椎が膨隆しており（図 5）、

割面には黄色から赤色の炎症性の塊によって椎体構造が破壊されている様子が観察さ

れた(図 6)。これを脱灰して矢状面で切断したところ、椎体部が膨隆して脊髄を圧迫し

ていた(図 7)。 

図 2 剖検前の外貌            図 3 白く濁った心嚢水が貯留 

図 4 心嚢と肝臓の漿膜面の癒着      図 5 第六胸椎の膨隆 

 図 6 椎体構造の破壊           図 7 椎体部膨隆による脊髄の圧迫 
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病理組織検査では第六胸椎の椎体部に出血を伴う膿瘍（図 8）および多数のグラム陽

性球菌が確認された（図 9）。肝臓にはリンパ濾胞が形成され、リンパ球の浸潤がみられ

た(図 10)。心外膜および直下の心筋線維間に偽好酸球が軽度に浸潤しており（図 11）、

大脳では囲管性細胞浸潤がみられた（図 12）。 

 図 8 胸椎膿瘍 HE染色 ×200      図 9 胸椎膿瘍 グラム染色 ×400 

図 10 肝臓 HE染色 ×400        図 11 心外膜 HE染色 ×400 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 大脳 HE染色 ×400 

 

2．細菌検査 

① 臓器からの菌分離 

7羽中 2羽の肝臓、7羽中 2羽の脾臓、7羽中 1羽の肺、6羽中 5羽の胸椎膿瘍から栄
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養要求性の高いグラム陽性双球菌が合計 10株分離された。API 20 STREPによる同定の

結果、Aerococcus viridans 等が候補にあがったが、生化学性状に非典型反応もあり、

A. viridans を特異的に検出する PCR[15,16]で否定されるなど明確な同定が困難であ

った。そこで、EC を特異的に検出する PCR を実施したところ全株陽性を示したため、

今回分離された株を ECと同定した。また、肺から ECを分離した個体においては、同じ

く肺から Escherichia coliが分離された。 

 

② 薬剤感受性試験 

全体的に感受性があり、ペニシリン系に感受性があるという報告[1,3,6,17]に合致

していたが、臨床由来株の方が健康由来株よりも耐性率が高いという報告[1,8]に反し

ていた。肺由来株はテトラサイクリンに耐性があり、他の株と異なるパターンを示した。

Enterococcus 属菌ではバンコマイシン耐性腸球菌の多剤耐性化が問題視されている

[18]が、本症例での分離株に耐性はみられなかった（図 14）。 

 

3．寄生虫検査 

落下便から線虫卵、コクシジウムオーシストが検出されたが、化膿性脊椎炎の病状と

数的な相関がみられず、脚弱との関連は薄いと考えられた。 

 

4．血液検査 

5羽すべてにおいて GGT、LDH、Caが上昇、グルコースと BUNが低下しており、肝臓

や胆管の炎症、栄養不足・脱水が示唆されたが、これまでの筋肉変性・腱鞘炎・Ca不足

が原因となった脚弱の検査結果[19,20]とはデータが一致しなかった。 

 

5．疫学検査 

① パルスフィールドゲル電気泳動法による遺伝子型別 

肺以外由来の株は同一の PFGE 型を示したが、肺由来株は別のパターンを示した（図

13）。 
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図 13 EC 10株の PFGE解析パターンの比較 

 

② 病原性の強い株が持つ遺伝子の検索 

肺以外由来の株では 5遺伝子全てを保有しており、肺由来株で保有していたのは 1遺

伝子のみであった（図 15）。 

 

6．環境調査 

① 環境ふき取り、落下便からの DNA検出 

4～6号舎の壁と、3～6号舎の落下便から ECの DNAを検出した（表 2）。 

 

② 環境ふき取り、落下便からの菌分離 

各鶏舎の壁の拭き取り検体からはそれぞれ 1株も ECを分離することができず、3号

舎・4 号舎の落下便も同様だったが、5 号舎・6 号舎の落下便からはそれぞれ 1 株ずつ

ECを分離した（表 2）。 

 

表 2 環境からの DNA検出および菌分離の結果 

 
壁 

DNA 

落下便 

DNA 

壁 

菌分離 

落下便 

菌分離 

3号舎 - +++ 0 0 

4号舎 +++ +++ 0 0 

5号舎 ++ +++ 0 1 

6号舎 + +++ 0 1 
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薬剤感受性試験において、5号舎落下便由来株は胸椎膿瘍由来株と同様に概ね感受性

があり、6号舎落下便由来株はテトラサイクリンに耐性がある点で、肺由来株と類似の

傾向があった（図 14）。 

 
図 14 薬剤感受性試験結果 

 

病原性が強い株がもつ遺伝子の有無を調べたところ、5号舎落下便由来株は胸椎膿瘍

由来株と同じパターンを、6号舎落下便由来株は肺由来株と同じパターンを示した（図

15）。 

 
図 15 病原性の強い株がもつ遺伝子の検出 
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③ 環境からの分離菌の疫学的検査 

5号舎落下便由来株は胸椎膿瘍由来株と同一、6号舎落下便由来株は肺由来株と同一

の PFGEパターンを示し、それぞれのクローン株が環境中に存在することが示された（図

16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 落下便由来 EC 2株と病鑑由来株との PFGE解析パターンの比較 

 

7．発育鶏卵接種 

胸椎膿瘍由来株と肺由来株では、発育鶏卵の生存率に明らかな差がみられた。胸椎膿

瘍由来株を原液で接種した 2個の発育鶏卵は、接種後 2日以内に 2個とも死亡した（図

17）。割卵してみると全身の皮膚に点状出血がみられ（図 18）、既報と一致した[13,14]。

病理学的検査では各臓器にうっ血がみられ（図 19）、グラム染色すると陽性菌が観察さ

れた（図 20）。肺由来株を接種した胚は全て、孵卵最終日の day7まで生存した。最終日

まで生き延びた胚は、胸椎膿瘍由来株、肺由来株、およびコントロールとして使用した

生理食塩水全て肉眼・組織ともに出血斑等の著変が見られず（図 21）、体重にも差はみ

られなかった（図 22）。胸椎膿瘍由来株に比べて肺由来株は発育鶏卵内でほとんど増殖

しない傾向にあった（図 23）。 

本症例で分離した胸椎膿瘍由来株と肺由来株の間にも明確な病原性および増殖能の

違いがみられたことにより、胸椎膿瘍由来株を病原性のある PEC、肺由来株を CECであ

ると判定した。また、病原性のある株でも、発育鶏卵に対してその病原性を示すには接

種時に一定の菌数が必要であることが分かり、48 時間以内に致死性を示す菌でも 100

倍希釈するとその病原性の発現が著しく落ちることが分かった。 
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図 17 生存率曲線（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 18 死亡した胚の外貌 

 

図 19 肝臓 HE染色 ×400        図 20 肝臓 グラム染色 ×400 
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図 21 day7まで生き延びた胚（18日齢）の外貌 

 

 

図 22 day7まで生き延びた胚の平均体重（g） 
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図 23 尿膜腔内液の平均菌数（cfu/ml） 

 

考察およびまとめ 

病性鑑定の結果から、本症例を病原性のある EC による化膿性脊椎炎の第二病期であ

ると判定した。 

米国で実施された PFGE による解析では、病変部由来株はいくつかのクラスターへの

収束が見られるのに対し、健康鶏腸管由来株は多様なパターンを示すことが明らかにな

っている[5,8,13]。 

本検査では、全羽から同一 PFGE 型の株が分離され、単一のクローンによる感染事例

であることが示唆された。また、県外分離株でもこの PFGE 型と類似または一致した株

が分離されており（未公表）、国内の EC感染症において、特定のクローナルな集団が広

がっていることが強く示唆された。 

一方、肺由来株はこれまでの国内分離株にないパターン（未公表）で、疾病に関与し

ているかは不明であった。共生型の EC は腸内細菌叢の一菌種であり、さらにこの個体

からは同時に大腸菌も検出されているため、これらを含む乾燥した糞便が舞い上がり吸

入され感染したと考えられる。ECの気道感染はブロイラーで示唆されている[1,21,22]

が、第六胸椎へは気嚢が分布していない[23,24]ため、気道感染した ECが胸椎や全身へ

広がっていくかは疑わしく、本症例でも肺のみの感染に留まった。 

また本症例では種鶏が異なるロットでも発生しており、発症に血縁が関係ないことが

示唆されたが、ブロイラーは急激に増体するため、微小骨折から細菌が定着し、結果と

して EC による化膿性脊椎炎を発症しやすい[25]と言われており、品種には関連性があ

ると考えられる。 
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出荷後であり鶏が少なかった 3号舎の壁からは ECの DNAを検出しなかった。清掃を

開始しており、環境中の残留菌が少なくなったと考えた。4号舎は病期としてはピーク

にあたるため、PCRでは強い反応がみられたが、菌分離は困難だった。5号舎、6号舎は

徐々に反応が強くなっていることから、環境への汚染が進む過程であると考えた。落下

便からはいずれの鶏舎も PCRにおいて強い反応がみられ、5号舎と 6号舎からは実際に

菌株を分離した。既報[26]からも農場内に汚染源があって EC の再感染が繰り返される

ことが示唆されており、基本的なことではあるが壁・床ともに丁寧に清掃・消毒するこ

とが重要である。実際に発生農場では、清掃・消毒後に脚弱の鶏は続発していない。 
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9 山羊の頬部皮下組織にみられた骨外性骨肉腫の一例 

福井県家畜保健衛生所 新田愛 田中知未 

 

はじめに 

骨肉腫は腫瘍細胞が類骨を形成する悪性間葉系腫瘍である。骨に関連して発生する骨

内性骨肉腫と骨以外の軟部組織で発生する骨外性骨肉腫に分類されるが、その大部分は

骨内性骨肉腫である[1]。骨肉腫は犬と猫の四肢骨（長管骨）に好発し、犬の悪性骨腫

瘍の最大 85%、猫の悪性骨腫瘍の約 70%を占める[2]。牛や馬、羊など家畜で発生するこ

ともあるが、山羊においては非常に稀な腫瘍であり、これまでに上腕骨、下顎骨、胸腔

内に 1例ずつの 3例が報告されているのみである[3-5]。 

今回、県内のザーネン種山羊の頬部皮下組織において骨外性骨肉腫がみられたので報

告する。 

 

発生概要 

2024年 4月 13日、9歳のザーネン種雌山羊の右頬の腫脹が確認された。5月 7日に

は右頬の腫脹は著しく大きくなり、口腔内に直径 4cm大の腫瘤と嚥下できずに溜まった

粗飼料を認めた。以降、食欲減退し全身状態が悪化して 5月 20日夜に斃死した。翌日

病性鑑定を行った。 

 

病性鑑定 

1． 解剖検査 

死亡山羊を常法に従い解剖した。 

2． 病理組織検査 

主要臓器、胃、空腸、結腸、舌、気管および腫瘤について 10%中性緩衝ホルマリン液

で固定後、常法に従いパラフィン包埋切片を作製してヘマトキシリン・エオジン（HE）

染色を実施した。腫瘤については特殊染色および免疫組織化学染色を実施した。 

3． 細菌検査 

主要臓器、大脳および腫瘤を用いて 5%羊血液寒天培地および DHL 寒天培地を用い、

常法により培養した。 

 

成績 

1． 剖検所見 

外貌は削瘦し、右頬の腫脹により顔面右側が変形していた（図 1）。右頬部皮下に

7×5×5cm 大、背側軟口蓋に 5×5×5cm 大の類円形腫瘤形成がみられた。腫瘤の表

面は粗造で壊死しており、軟口蓋腫瘤には脱落した上顎後臼歯が付着していた（図

2）。肉眼的には皮下の腫瘤が上顎後臼歯を押し出し、臼歯が脱落した隙間から腫瘤

が口腔内に拡がっていた。腫瘤割面は乳白色領域と暗赤色壊死領域とが混在してい



令和 6年度 福井県家畜保健衛生業績発表集録 

49 

 

た。 

腫瘤と上顎骨との間に連続性はなく、既存の骨組織に腫瘤形成は認められなかっ

た。舌の中央部に 0.5×1㎝大の壊死巣がみられたほか、左肺の全葉うっ血、右肺の

拡張不全、気管内に赤色泡沫状液体の貯留を認めた。第一胃内にロープの混入を認

めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2． 病理組織検査 

 真皮から皮下組織にかけて充実性の腫瘤形成がみられた。腫瘤内には紡錘形の腫

瘍細胞が束状ないし花むしろ状に浸潤増殖していた（図 3）。腫瘍細胞は卵円形から

多形性の核と線維状の好酸性細胞質を有し、核の大小不同、高度の核異型を伴い、

有糸分裂像を高頻度に認めた。高頻度に破骨細胞様の多核巨細胞（図 4）を認めた

ほか、散在性に微細な類骨形成および石灰化（図 5）、出血、間質の線維化を認めた。

間質の線維はアザン染色で濃青色、渡辺鍍銀染色で赤色に染色された。類骨組織の

一部がアザン染色および PAS反応に陽性を示し（図 6）、石灰化した骨組織はコッサ

反応に陽性を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 紡錘形細胞が花むしろ状に増殖   図 4 多核巨細胞を高頻度に認めた 

 

図 1 右頬が腫脹（矢印）し 

顔面が変形していた。 

図 2 右頬部皮下と背側軟口蓋に類円形腫瘤の形

成を認めた。軟口蓋腫瘤には上顎後臼歯（矢

印）が付着していた。 
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図 5 類骨（*）の形成と石灰化（矢印）  図 6 類骨はアザンおよび PASに陽性 

 

腫瘤表層では高度の出血、好中球浸潤、PTAH染色で青色に染色される線維素析出

を伴う広範な壊死がみられた。その他、肺に充うっ血、ヘモジデリン沈着、肺胞腔

内の漿液および赤血球の貯留がみられたほか、第一胃および舌に壊死巣を認めた。

検索した諸臓器に腫瘤の転移病変は認められなかった。 

免疫組織化学染色では、腫瘍細胞は間葉系マーカーの Vimentin に陽性（図 7）、

上皮系マーカーの Keratin（図 7）、平滑筋マーカーの Smooth Muscle Actin（SMA）

および筋線維マーカーの Desmin に陰性を示した。一方で、腫瘍細胞は分化度が低

く、神経系マーカーの S100お

よび単球系マーカーの Iba1

に陽性を示した。Osteocalcin

は類骨および石灰化組織に陽

性を示した一方で、周囲の腫

瘍細胞は陰性であった（図 8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 8 腫瘍細胞は Osteocalcinに陰性 

図 7 腫瘍細胞は Vimentiに陽性、Keratinに陰性 

＊ 

      

＊ 

＊ 

100 µm 
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3． 細菌検査 

有意な菌は検出されなかった。 

 

まとめおよび考察 

本症例では、頬部皮下組織と背側軟口蓋に類円形腫瘤形成を認めた。腫瘤内では

Vimentin に陽性で細胞異型に富む紡錘形細胞の束状ないし花むしろ状増殖および異型

分裂像を含む豊富な有糸分裂像がみられたことから肉腫と考えられた。また、多核巨細

胞を高頻度に認めるほか、散在性に類骨形成および石灰化を認めたことから、巨細胞型

の骨外性骨肉腫と診断した。 

骨肉腫の腫瘍細胞は骨芽細胞と同様に糖原や膠原線維などの骨基質を細胞外に分泌

し、これらの分泌物の堆積が骨様の硬組織の形成に関与している可能性が示唆されてい

る[6]。本症例でも既報と同様に、類骨組織の一部がアザン染色および PAS 反応に陽性

を示した。 

骨肉腫の鑑別診断として、その他の肉腫があげられるが、腫瘍性類骨の有無によって

鑑別が可能である[7]。診断に免疫組織化学染色が用いられることは少なく、骨肉腫の

腫瘍細胞を特異的に染色するマーカーは知られていない[7]。そのような中で近年、犬

や猫の骨肉腫マーカータンパク質として Osteocalcin の有用性が示唆されている[8]。

本症例では腫瘍細胞は Osteocalcinに陰性であったことから、山羊における有用性は不

明である。今後、山羊の骨肉腫における Osteocalcinの有用性についてさらなる症例の

蓄積がもとめられる。 

骨外性骨肉腫は稀な腫瘍であり、人や犬では軟部肉腫の約 1-2%とされている[1,9,10]。

若年層に発生する骨内性骨肉腫と異なり、骨外性骨肉腫は成人、特に 40-60歳代に多く、

発症時の平均年齢は 51歳と報告されている[11]。犬においては、これまでに十二指腸、

皮下組織、腎臓など様々な軟部組織において発生が報告されている[12]。これに対して

家畜における骨外性骨肉腫の報告は少なく、5 歳の牛の頚部[13]、16 歳の牛の腹腔内

[6]で各 1 例、16 歳の山羊の胸腔内[5]に 1 例報告されているのみである。本症例は腫

瘤と上顎骨との間に連続性はなく、既存の骨組織に腫瘤形成は認められなかったことか

ら、皮下組織で発生した骨外性の骨肉腫と考えた。 

骨内性骨肉腫と同様に、骨外性骨肉腫においても線維芽細胞型、骨芽細胞型、軟骨芽

細胞型、巨細胞型（破骨細胞型）等の亜型が報告されており[14]、牛では軟骨芽細胞型

と骨芽細胞型が各 1例報告されている[6,13]。本症例では腫瘍内に破骨細胞様の多核巨

細胞を高頻度に認めたことから、巨細胞型（破骨細胞型）の骨外性骨肉腫に該当すると

考えた。 

山羊において骨肉腫は非常に稀な腫瘍であり、2011 年にオレゴン州で行われた 100

頭の山羊の腫瘍を検索した報告でも、リンパ腫、皮膚の扁平上皮癌、乳腺腺癌、悪性黒

色腫など様々な腫瘍が確認された中で骨肉腫は確認されていない[15]。 

本症例は山羊における骨外性骨肉腫の 2例目の報告例であり、発生疫学や組織形態は
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人や犬、牛における骨外性骨肉腫と類似していた。骨肉腫は稀な腫瘍であり家畜で発生

することは少ないが、今後山羊の腫瘤に遭遇した場合は骨肉腫も鑑別診断の一つとして

考慮する必要があると考える。 
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